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◇担当 子育て支援総合センター 

予算額 

1,259 万 4 千円 
 

＜事業概要＞ 

・ 子育て支援をより充実させるため、月～土曜日にくわえ、日曜日も 10 時～16

時まで開所 ・・・ 1,061 万 4 千円 

・ 平日仕事などで利用できなかった人も利用可能 

・ 来館者用の駐車場が無かった子育て支援総合センターの利用者に対する駐

車場料金の助成を拡大し、みっきランドやひろば事業などで１～２歳の幼児と

いっしょに訪れる人に、生駒駅南自動車駐車場の 90 分使用券を助成 ・・・

198 万円 

 

＜目的・背景＞ 

本市では子育てしやすいまちを目指し、子育て支援の充実を図ります。 

みっきランドは、日曜開所により、平日お仕事の方や男性の育児参加、雨の

日の遊び場など、１週間切れ目なく利用ができます。併せて、みっきランドを含

む子育て支援総合センター来所者用の駐車場がないため、生駒駅南自動車駐

車場の０歳児対象のエンジェルパスだけでなく、１歳から２歳の幼児同行者に 90

分使用券助成を行い、利用しやすい環境を整備します。 

 

＜スケジュール＞ 

平成 28 年 4 月実施 

みっきランド日曜日オープンと 

利用者の駅南自動車駐車場使用料助成 
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◇担当 こども課 

予算額 

6,275 万 9 千円 

＜事業概要＞ 

・ 小規模保育所（０歳から２歳児対象）を２ヶ所整備する経費補助を実施 ・・・ 

3,300 万円 

・ 生駒幼稚園を幼稚園型認定こども園に移行 ・・・ 2,975 万 9 千円 

・ これら待機児童対策として、地域型保育事業（０～２歳対象）利用者の３歳か

らの連携園として保育を確保 

 

 

＜目的・背景＞ 

生駒幼稚園を幼稚園型認定こども園とすることにより、待機児童対策として積

極的に推進している地域型保育事業（０～２歳対象）利用者の３歳からの連携

園として確保すること、１号認定児（幼稚園児）の預り保育時間の拡大や地域の

子育て支援事業（必須事業）の拠点としての役割を担います。 

 

 

私立保育所等整備補助（小規模保育）と 

生駒幼稚園こども園移行事業
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  教育大綱に基づく改革の具体化 

英語教育・特別支援教育・ＩＣＴ教育実施 

◇担当 教育指導課

予算額 

3,870 万 3 千円 

＜事業概要＞ 

・ 小学校１年生からの英語教育の実施 ・・・ 961 万 4 千円 

・ 現在配置している特別支援教育支援員の人数16人を20人に増員し、割合と

して全小中学校に１人を週５日配置 ・・・ 2,404 万円 

・ 特別支援学級学習支援用タブレット ・・・ 178 万 6 千円 

・ 小学校１校、中学校１校に電子黒板をそれぞれ１台、タブレットＰＣ７台、授業

支援システムソフトウェアを配置 ・・・ 326 万 3 千円 

＜目的・背景＞ 

・ 未実施の小学校 1･2 年生で英語活動を実施し、小学校のすべての学年で英

語活動に取り組む。これにより、小学校で英語の基礎的な力を身につけさせ

るとともにコミュニケーション能力の育成を図る取組をさらに充実させます。 

・ 小中学校の支援が必要な子どもに対応できるよう特別支援教育支援員の配

置の拡充を図り、子ども一人一人の学習や学校生活を保障できるようにす

る。また、そのことで、管理職が学校管理に力を入れることや教員が授業の

教材研究に取り組めることが期待できます。 

・ 特別支援学級児童生徒用タブレット PC20 台を昨年度に続いて配布します。 

・ タブレットPCを使った効果的な授業の在り方を研究するモデル校を小中学校

各 1 校で実施します。 

・ 小中学校モデル校 1 校に、実践研究用として電子黒板 1 台、タブレット PC７

台、授業支援システムソフトウェアを配置します。 
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◇担当 生涯学習課・図書館 

＜事業概要＞ 

・ 地域デビュー促進のため満 65 歳の市民にはがきを送付し、記念講演及個別

ブースでの説明会や体験コーナー実施  

・ 市内のボランティア活動をされている諸団体の活動メニュー（小冊子）の作

成・配布 ・・・ 109 万 9 千円 

・ 市内の各中学校で予選会を実施し、各校代表が図書館で競いﾁｬﾝﾌﾟを決定 

・・・ 7 万 2 千円 

・ 第 2 回ビブリオバトル全国大会ｉｎいこまの開催及び同実行委員会への委託 

  ・・・ 100 万円 

＜目的・背景＞ 

地域デビューガイダンス 

・ 今まで地元地域とかかわりがなかったシニア世代が退職を迎え、地域に戻

り、今後の人生をボランティアや生涯学習活動を主軸に転換され、郷土愛を

深めて地域社会の絆づくりを始めることを目的とします。 

ビブリオバトル 

・ 図書館と学校が連携して中学生大会を開催することにより、中学生の読書活

動推進やプレゼンテーション能力の向上に寄与します。 

・ 市内中学生のビブリオ大会開催とリンクさせ、読書活動推進やプレゼンテー

ション能力の向上に寄与します。 

予算額 

217 万 1 千円 

地域デビューガイダンス事業とビブリオバ

トル市内中学生大会・全国大会
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  子ども医療費助成と 

精神障害者医療費助成の拡充

◇担当 国保医療課・障がい福祉課

予算額 

3 億 612 万 8 千円

＜事業概要＞ 

・ 子どもの医療費助成の小中学生分について、入院医療費に加え、通院医療

費の自己負担の一部に対しても助成することで、対象を中学校卒業年度まで

拡充 

・ けがや病気で医療機関にかかったときに支払う最終的な自己負担（医療保

険適用の医療費）は、1 ヶ月、1 医療機関あたり 500 円、所得制限なし、平成

28 年 8 月診療分から開始 ・・・ 2 億 5,175 万 3 千円 

・ 精神障害者医療費助成の補助対象者を精神障害者保健福祉手帳１級所持

者から１級・２級まで拡充 ・・・ 5,437 万 5 千円 

 

 

＜目的・背景＞ 

・ 子育て支援の、目に見える施策として医療費助成の拡充を求める声が多い

ことから、医療費助成を中学卒業までの通院に拡充することにより、子育て世

代の生駒への転入・定住を促進します。 

・ 精神障害者医療費助成では、公費負担された国民健康保険の被保険者及

び社会保険各法の被保険者で医療費を自己負担した者を対象者とします。 
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  コグニサイズ（認知症予防体操）教室と

認知症初期集中支援チームの設置 

◇担当 高齢施策課

予算額 

123 万 2 千円 
＜事業概要＞ 

・ 認知症予防に効果的な運動を行う教室、月 2回、2か所で実施 ・・・ 48万円

・ 医師、専門職による初期集中チームの設置 ・・・ 118 万 4 千円 

 

 

＜目的・背景＞ 

・ 認知症予防に効果的な運動を行う教室を開催します。 

具体的には、体を動かすことと頭を使うことを同時に行って、脳を活性化しま

す。 

・ 認知症初期集中支援チームは、介護や医療の専門家によるチームです。 

専門家が家族や周囲の人から、認知症状があるにも関わらず、専門医の受

診を拒否する等の相談を受けて、認知症が疑われる人の家庭を訪問し、適

切な支援を提供します。 

 ◇認知症状の確認 

 ◇医療機関への受診勧奨や継続的な医療支援に繋ぐ 

 ◇重度化予防に関する情報提供 

 ◇適切な介護サービスを案内 など 
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予算額 

4,491 万円 2 千円 

＜事業概要＞ 

・ 防犯協議会の機能を持つ自治会が設置した防犯カメラの設置費用に対し補

助金を交付 ・・・ 500 万円 

・ 公共施設の危険個所を警察出向者と調査し、学校や公共施設の 50 施設に

108 台の防犯カメラを設置 ・・・ 3,975 万円 

・ こども１１０番の家の旗作製 ・・・ 16 万 2 千円 

 

＜目的・背景＞ 

・ 近年、不審者の出没や子どもを狙った犯罪が増加しています。学校や公共

施設に防犯カメラを設置し、施設内犯罪の抑止・防止を図ることにより、市民

の安全・安心を確保し、誰もが安心して公共施設を利用できるまちづくりを実

現します。 

・ こども１１０番の家の旗を作製し、地域に設置してもらい子どもたちの安全確

保に努めます。 

◇担当 防災安全課 

通学路防犯カメラ設置補助と 

公共施設への防犯カメラ設置事業 

こども１１０番の家
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◇担当 管理課・防災安全課 

スマートフォンによる市民からの道路情

報とゾーン３０整備工事 

予算額 

565 万円 5 千円 

＜事業概要＞ 

・ スマートフォンの汎用アプリケーションソフトを活用し、市民から市が管理する

道路等の異常に関する通報(地図情報・写真)に対応 ・・・ 58 万 4 千円 

・ 生活道路の歩行者等の安全な通行を確保するためゾーン３０を設置    

・・・ 507 万 1 千円 

 

 

＜目的・背景＞ 

・ これまでの道路管理方法に加え、市民協働としてスマートフォンを活用し、現

場写真と地図情報をリンクさせることで、正確な情報を市役所に伝えることが

できます。市民が道路の維持管理に関する情報を提供することで、早期発

見、事故防止につながり、市民の道路行政への参画意識も高めます。 

・ 生活道路の「速度 30km/h 以下での自動車走行」の啓発や、危険個所への

交通安全対策を、ハード・ソフトの両面から進め、住宅地内の生活道路の安

心で安全な移動を確保します。 
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◇担当 防災安全課 

予算額 

41 万円  ＜事業概要＞ 

・ 特殊詐欺防止装置の購入者に 1 万円を限度に補助  

 

 

＜目的・背景＞ 

・ 特殊詐欺とは、電話等の通信手段を用いることにより、対面することなく面識

のない不特定多数の者を騙す手口であるため、警告メッセージや自動録音機

能などがあれば被害の未然防止に一定の効果があるものと期待されます。 

特殊詐欺防止購入補助事業 
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◇担当 情報政策課 

予算額 

500 万 5 千円  ＜事業概要＞ 

・ オープンデータ推進ガイドライン作成 

・ オープンデータ専用ポータルサイトの構築 

・ アプリ開発促進 

  

 

＜目的・背景＞ 

オープンデータへの取り組みは、国の電子行政オープンデータ戦略に基づき

進められています。 

近年、透明性を高め、市民の参画や行政と市民との協働、経済の活性化など

を実現するために、国や自治体などが所有する様々な公共データを利活用でき

る環境を整備する「オープンデータ」への関心が高まっています。 

公共データを二次利用可能な形で提供することにより、地方公共団体がサー

ビスを提供しなくても企業、市民主導でネットワークを通じた多様な公共サービ

スが創造される可能性があることから、オープンデータの推進により、行政の透

明性・信頼性の向上、国民参加・官民協働の推進、経済の活性化・行政の効率

化が進むことが期待できます。 

オープンデータ活用事業 
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◇担当 経済振興課 

予算額 

5,621 万 8 千円 

＜事業概要＞ 

・ ＩＣＴシステムを活用したテレワーク＆インキュベーションセンター（テレワー

ク、インキュベーション、コワーキングの機能を併せ持つスペース）を生駒駅

周辺で設置し、起業希望者や事業者が働きやすい環境を整備 

・ 創業支援事業計画に基づき、関係機関と連携を図り、起業希望者に関する

ネットワークづくりを支援する施策を実施 

 

 

＜目的・背景＞ 

子育てママをはじめとする若い女性の高いポテンシャルを活かし、女性の自

己実現や希望のしごとに就業できるよう、女性が活躍できるまちの実現に向け

て「自分らしく働き続けるまち・いこま」推進事業を実施します。 

(1)本市市民を雇用する事業者及び社員が、ＩＣＴシステムを活用して、場所や

時間にとらわれない柔軟な働き方が可能な場を提供することで、通勤の負

担の軽減や生活効率の向上を図り、子育て世代を中心に「埋もれていた労

働力」の活用を図るとともに、市外への転出も抑制できます。 

(2) 子育て層の女性をはじめとする潜在的な起業希望者の自己実現の支援を

図り、働き方改革を推進し、ワークライフバランスの実現を図ります。 

 

テレワーク＆インキュベーションセンター

の整備・運営 
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◇担当 市民活動推進センター 

予算額 

120 万円 

＜事業概要＞ 

・ プロボノワーカー25 人、団体 3 団体を募集 

・ プロボノワーカー研修会の開催 

・ チーム編成、報告会の開催 

 

 

＜目的・背景＞ 

 結婚や出産を機に退職した後、再就職をめざす女性や育児休業中の女性が、

仕事で培った経験やスキルを活かした活動「プロボノ」によって、ＮＰＯ組織の運

営を支援し、社会貢献をする場を創出することで、ＮＰＯの組織の課題解決及び

事業展開を図ることを目指します。 

プロボノをする女性(プロボノワーカー)にとっては、育児休業後のスムーズな

職場復帰のサポート及び再就職に向けたウォーミングアップとなる。地域課題

の解決に取組むＮＰＯと市民が出会う場をつくることにより、継続的な市民公益

活動の活性化が期待されます。 

ママのプロボノ活動促進事業
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予算額 

88 万 5 千円 

＜事業概要＞ 

・ 市民との協働によるオープンデータ推進に向けた取組み  

・ オープンデータカフェの開催 

・ 生駒の未来をテーマにしたアプリコンテストの開催 

 

  

＜目的・背景＞ 

オープンデータ推進に伴い、今後の市民の主体的な活動として、地域の課題

解決にむけた、公益性高い情報の発信やサービスの提供、シティプロモーション

が可能となります。そうした活動をより促進するために、市民がオープンデータ

の活用方法について学び具体的な提案を行い、さらにそれらを市民に還元する

ことを目指して事業を実施します。また、当事業の実施により、「行政の施策に

興味や関心が低い」と言われる若い勤労世代が、市の取組みや地域の課題を

知り、解決に向けた取組に関わる機会となります。 

◇担当 市民活動推進センター 

Ｉｋｏｍａ Ｃｉｖｉｃ Ｔｅｃｈ Aｗａｒｄの実施 
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関西文化学術研究都市高山地区第２工

区関連 

◇担当 都市計画課

予算額 

2 億 60 万円 
＜事業概要＞ 

・ 用地取得事業 土地（公簿面積：約 132.5ha） 

・ 測量登記業務 

・ まちづくり計画検討業務 

 

 

＜目的・背景＞ 

学研高山地区第２工区内に UR が所有する土地（公簿面積：約 132.5ha）の用

地を取得します。取得した土地を市有財産として適正に管理できるよう測量登

記等に取り組むとともに、今後は本市や関西文化学術研究都市の更なる発展

を目指し、「学術研究と産業の発展」、「広域的連携」、「都市と農の共生」を当地

区の目指すべき将来像として、新たなまちづくりに向けた取り組みを進めます。

また、有識者などが参加する検討組織を新たに設置し、まちづくり計画などの検

討に着手します。 
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